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の自治体における質問紙調査である。調査期間は，2014 年 5 月から 10 月であり，全
国の都道府県および政令指定都市，児童相談所設置の中核市 69 自治体を対象とした。
41 自治体の質問紙が回収され，回収率は 59.4％であった。調査の結果，全 69 自治体


























まず，『権利ノート』は，1995 年に大阪府において初めて作成されたことを機に 2004 年 9






























るなど，社会的養護における暴力が明確に禁止されたことである。2009 年 3 月に被措置児童



















































た 7市および前回未調査の中核市 2市は，独自に作成した自治体が 5市，所在する県の『権利
ノート』を使用する自治体は 2市，未回答が 2市という結果であった。政令指定都市全体の状




















青森県 2005 年 3 月作成
富山県 2012 年 4 月作成
石川県 2013 年 4 月作成
福井県 2006 年 10 月作成
山梨県 未回答







































































図３　福島県　2001 年度版 図４　福島県　2012 年度版
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グラフ 3を見ると分かるように，最も多いのは，1種類の 19 自治体であり，全体の 47.5％














1 青森県 〇 ○ ○
2 山形県 ○ 〇 苦情受付箱への投函
3 千葉県 〇 ○




8 兵庫県 〇 ○
9 岡山県 ○ 〇 ○ ○
10 高知県 〇 〇 ○
11 鹿児島県 〇 〇 ポスターの掲示








14 広島市 ○ 〇 〇
15 静岡市 〇 〇
16 堺市 〇 〇
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類の 4自治体が 10％，4種類の 3自治体が 7.5％，6種類の 1自治体が 1.5％という結果であった。







1種類発行の 11 県 8 都市の 19 自治体では，措置されている子ども（里親委託児童と施設入
所児童）すべてが対象であると回答があったのが 10 自治体，施設入所児童のみが対象である
と明確な回答があったのが 8自治体，回答なしが 1自治体であった。
2種類の 7都県 6都市の 13 自治体では，年齢別の『権利ノート』を発刊していると回答があっ
たのが 8自治体，施設か里親委託，養護施設か児童自立支援施設かといった措置の形態別の『権
利ノート』を発刊していると回答があったのが 5自治体であった。
3種類の 3県 1都市の 4自治体は，異なる年齢の施設入所児童対象の 2種類と里親委託児童
対象 1種類を発行している 2自治体，施設入所児童対象の 1種類と朝日新聞厚生文化事業団発
行の異なる年齢の里親委託児童対象の 2種類を使用している 2自治体という内訳であった。
4種類の 2県 1都市の 3自治体はそれぞれ異なる様相があった。山形県は，養護施設入所児
童の異なる年齢対象 2種類，児童自立支援施設入所児童の異なる年齢対象 2種類の合計 4種類，
滋賀県は，養護施設入所児童の異なる年齢対象 2種類，里親委託児童の異なる年齢対象 2種類



















































調査の結果，活用する場面が「ある」と回答した自治体が，16 都県 9都市の 25 自治体であり，
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これらの有無について尋ねたところ，グラフ 5のような回答が得られ，手引書のある自治体










実施している自治体は全体の 22.0％にあたる 4都県 5市の 9自治体でなされていた。一方，研






































































神戸市 児童相談所 新任職員（ケースワーカー） 年 1回 ノートの活用法について































































































兵庫県 施設で生活するあなたへ 2000 年度 あなたの未来をひらくノート 2014 年度
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